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　地方公務員法第58条の２の規定及び千歳市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に

基づき、千歳市職員の給与や職員数、勤務条件などの状況について公表します。この公表は人事

行政の運営等の状況を公にすることによって、その公正性と透明性を高めることを目的としています。

１　採用の状況（R4.4.2～R5.4.1採用分）

大学 短大 高校 その他

21 2 4 0 2 29

13 2 0 0 0 15

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 7 7

0 0 0 0 0 0

3 12 0 0 0 15

2 0 1 0 0 3

39 16 5 0 9 69

２　再任用職員の採用状況（R4.4.2～R5.4.1採用分）
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《令和５年11月　千歳市》

Ⅰ 任免及び職員数に関する状況

（単位：人）
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４　退職等の状況（令和４年度退職分）

定年 勧奨 死亡 普通等 分限 懲戒

事務職 10 3 2 8 0 0 0 1 24

技術職 6 1 0 7 0 0 0 1 15

労務職 2 0 0 0 0 0 0 0 2

医師職 0 0 0 9 0 0 0 0 9

技術職 0 0 0 0 0 0 0 0 0

看護職 2 2 0 14 0 0 0 0 18

1 0 0 1 0 0 0 0 2

21 6 2 39 0 0 0 2 70

R5年度 R4年度 R3年度 R4年度 R3年度 R2年度

4 5 5 -1 0 0

532 518 527 14 -9 -6

299 305 305 -6 0 -1

132 131 132 1 -1 0

45 46 46 -1 0 1

69 75 76 -6 -1 -1

29 24 23 5 1 5

19 12 7 7 5 0

1,129 1,116 1,121 13 -5 -2

備　考　　職員数は、一般職に属する数値であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含む。
　　　　　　R2年度からはフルタイム会計年度任用職員を含む。

合計

　（３）普通退職　自己都合による退職

　（４）分限免職　地方公務員法第28条第３項の規定による免職

　（１）定年退職　地方公務員法第28条の２第１項及び同法第28条の３第１項の規定による退職
　（２）勧奨退職　任命権者の勧奨による退職

　（５）懲戒免職　地方公務員法第29条の規定による免職
　（６）失職　　　　地方公務員法第28条第４項の規定による失職

再任用職員

水道局

特別職

病院

消防

常勤職員数の計

議会及び各行政委員会

失職

　（７）任期満了　定められた任期の満了による退職

５　職員数の状況

備　考　　表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。
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Ⅱ 人事評価の状況

千歳市人事評価の概要

１ 人事評価の目的について

  当市の人事評価制度は、職員が割り当てられた職務を遂行した業績及びその職務の遂行上見ら

れた職員の能力等を客観的かつ公正に評価し、これを職員の人事給与上の処遇や能力開発などに

反映することにより、適正かつ合理的な人事管理及び人材育成の推進を図ることを目的として実

施しています。

人事評価における職員の評価は、地方公務員制度の基本理念である能力主義・成績主義の原則

を実現するための手段であり、実施については地方公務員法に定められた責務です。

平成26年度に改正された地方公務員法において人事評価は、「任用、給与、分限その他の人事

管理の基礎とするために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた実績を把

握した上で行われる勤務成績の評価」と規定しています。

２ 人事評価の対象者及び期間について

（１）対象者

評価基準日に在籍する常勤の一般職を対象としており、病院医療職は別途、人事評価を実施

しています。

   なお、休職などにより評価期間の４分の３以上職務に従事せず、公平な評価を行うことがで

きない職員については人事評価の対象外としています。

   また、令和２年度より会計年度任用職員についても別途、人事評価を実施し、客観的な能力

の実証として再度の任用を行う場合の判断要素等として活用することとしています。

（２）評価期間

  ア 部次長職【年１回】

    ①４月１日～３月31日

  イ 課長職、係長職以下・技能労務職【年２回】

    ①４月１日～９月30日 ②10月１日～３月31日

３ 人事評価の枠組みについて

（１）評価項目等

  「業績」「意欲・態度」「能力」の３つの領域について評価します。部次長職の業績評価に

は目標管理を導入しています。

   職種

項目

主任・係員

(消防・認定こども園・

技能労務職を含む)

係長職 課長職 部次長職

業績 仕事の結果 仕事の結果 仕事の結果 仕事の結果(目標管理)

意欲・態度

規律性 規律性 規律性 規律性・責任感

責任感 責任感 責任感 －

積極性 積極性 積極性 －

協調性 協調性 － －

能力

知識・技術 知識・技術 決断力 －

理解力 判断力 政策形成力 決断力

創意工夫力 企画力 調整力・交渉力 政策形成力

表現力 調整力・交渉力 管理統率力 調整力・交渉力

－ 指導力 人材育成力 管理統率力

包容指導力(こども園) － － －



（２）得点配分（１００点満点）

    職種

項目

主任・係員

(消防・認定こども園・

技能労務職を含む)

係長職 課長職 部次長職

業績 ２０ ３０ ４０ ５０

意欲・態度 ４０ ３０ ２０ １０

能力 ４０ ４０ ４０ ４０

合計 １００

（３）成績区分

   人事評価は、評価項目等について次の段階に区分し判定します。

成績区分 配分比率

Ａ（特に優秀） ５パーセント程度

Ｂ（優秀） ２５パーセント程度

Ｃ（良好） Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ以外

Ｄ（良好未満） 評価点３０以上５０未満

Ｅ（成績不良） 評価点３０未満

（４）多段階評価

   複数の人間による評価を導入し評価の客観性を担保します。被評価者は自ら自己評価を行い、

１次評価者と２次評価者はそれぞれ独立して評価することを基本とします。調整者は成績上位

者の区分（Ａ特に優秀、Ｂ優秀）を調整します。

（５）評価者体系

評価者体系とは、誰が誰を評価するのかを示した体系のことです。原則として、１次評価者

は被評価者の直近上位の上司とし、２次評価者は１次評価者の上司とします。

＜係長職以下の基本例＞                          

被評価者 １次評価者 ２次評価者 調整者

係長職・主任・係員 課長職 次長職 部長職

４ 処分者の評価について

  人事評価の実施及び試行に当たり、職員が評価期間中に受けた処分（訓告、厳重注意、注意及

び職制注意）に係る評価については、「千歳市職員の人事評価に係る処分者の評価基準」に定め

られています。

  処分は、「自己の行動により処分を受けた場合」と「部下の行動により処分を受けた場合」が

あり、係長職以上においては、部下の行動により処分を受けた場合においても、低評価となる評

価基準となっています。なお、懲戒処分については、人事評価の対象としません。

５ 評価結果の通知と期末面談の実施について

  評価結果は、最終成績区分が出てから個人宛に文書で通知します。

  １次評価者は、１つの評価期間について期末面談か評価結果開示面談のどちらかを実施します。

面談は、評価結果を本人に通知することで、評価の透明性と納得性を高めるとともに、被評価

者と評価者の対話を通して、意識向上や成長に繋がるようなコミュニケーションをとる場です。

単に評価結果を説明・伝達するだけでなく、能力開発や意欲向上などに関する助言・指導により

被評価者の自発的な取り組みを促すＯＪＴ実践の場として位置付けています。

６ 人事評価結果の開示について

人事評価結果は個人情報かつ人事情報であることから非開示です。

面談の実施にあたっては、評価シート及び評価要素別の点数や合計点数は非開示とし、評価期

間における評価の良かった点・悪かった点と、最終成績区分を伝えます。



１　人件費の状況（令和４年度普通会計決算）

53,231,337 1,655,781 6,624,660 12.45% 11.01 %
人 千円 千円 千円

備　考　　１　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。
　　　　　　２　実質収支とは、歳入額から歳出額と翌年度繰越額を差し引いた額である。

２　一般職の給与費の状況（一般会計予算）

給料 職員手当 期末勤勉 計（Ｂ）

2,779,774 626,707 1,156,272 4,562,753
千円 千円 千円 千円

備　考　　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　　　２　給与費は当初予算に計上された額である。

　　　　　　３　給与費はフルタイム会計年度任用職員を含む。

３　初任給の状況 （令和５年４月１日現在）

10年以上～
15年未満

15年以上～
20年未満

20年以上～
25年未満

大学卒 185,200 279,100 314,700 357,700 314,000 41.80

高校卒 154,600 235,800 258,600 308,400 292,800 40.10

大学卒 182,200 277,000 320,700 358,000 318,600 42.30

高校卒 150,600 221,800 274,200 308,600 309,900 41.80

大学卒 182,200 274,200 321,200 354,800 318,200 42.10

高校卒 150,600 235,000 264,400 304,800 310,600 41.80

R5年度 718 人

R5年度

前年度の
人件費
比率

Ⅲ 給与の状況

実質
収支

住民基本台帳人口
（４月１日現在）

給与費

人件費
（Ｂ）

人件費比
率

(Ｂ／Ａ)

歳出額
（Ａ）

平均年齢
（歳）

R4年度

平均給料
月額（円）

R3年度

区分 学歴別

97,052

区分
職員数

（Ａ）
一人あたりの給与費

（Ｂ／Ａ）

6,355 千円

初任給
（円）

経験年数別平均給料月額（単位：円）
（一般行政職）

給料

2,779,774 

61%

職員手当

626,707 

14%

期末勤勉

1,156,272 

25%



支給月 期末（月） 勤勉（月） 小計（月）

６月 1.200 1.000 2.200

１２月 1.200 1.000 2.200

合計 2.400 2.000 4.400 （令和５年４月１日現在）

５　退職手当支給割合の状況（令和４年度） （単位：月）

（各年度４月１日現在）

年度 区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

区分

219,620円

27.71歳

平均給料
（月額）

187,604円 215,647円

定年・勧奨退職

47.709

６　級別職員数等の状況

24.586875

勤続25年 33.27075

普通退職

勤続20年 19.6695

４　期末・勤勉手当支給割合の状況（令和５年度）

39.7575

最高限度月数 47.709 47.709

320 人 213 人

28.0395

勤続35年

13 人

56.42歳 57.24歳

R4年度 26.25歳

101 人 17 人

R5年度

職員数 69 人 66 人

平均年齢 28.29歳 27.82歳 38.23歳 47.04歳 52.80歳

390,073円 403,895円
平均給料
（月額）

190,589円 289,195円 358,383円

317 人 219 人

288,270円

430,985円

99 人 21 人職員数 52 人 65 人

平均年齢

13 人

38.31歳

403,091円 428,393円389,750円

46.74歳 52.63歳 55.81歳

356,827円

56.70歳



７　職員手当の状況（令和４年度一般会計分）

※　備考欄記載の支給内容は令和４年度のもの

支給額
（千円）

区分
（手当の種類）

157,392

555,171

管理職手当

通勤手当

扶養手当

地域手当

児童手当

2,233
祝日及び年末年始の休日において、勤務することを命ぜられた職員に、勤
務1時間あたりの給料額に100分の135の割合を乗じた額を支給

76,260 部長職　76,000円　次長職　60,800円　課長職　48,300円

住居手当

単身赴任手当

寒冷地手当

15,631特殊勤務手当

時間外勤務手当

備考

正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員に、勤務1時間あ
たりの給料額に100分の25及び100分の125から100分の175までの割合を
乗じた額を支給

宿日直手当

16

管理職員が臨時・緊急時に週休日又は祝日・年末年始の休日等に勤務し
た場合、その勤務1回につき
部長職8,000円　次長職6,000円　課長職4,000円を支給
（勤務した時間が6時間を超える場合は、その額に100分の150を乗じた額）

職員が従事する勤務の特殊性に応じて支給

82,812
配偶者　     6,500円　子　10,000円　父母等　6,500円　※
（※満16歳の年度始めから満22歳の年度末までの子1人につき5,000円加
算）

1,481
東京都特別区に常時勤務する者　給料額の20％の額
札幌市に常時勤務する者　給料額の3％の額

63,305

借家の場合　家賃12,000円を超える者に限り、その額に応じて27,000円を
限度に支給
持家の場合　不支給（平成27年3月31日以前取得者は平成32年3月31日ま
での特例措置として、新築から5年まで 5,500円、5年以降 4,000円（平成30
年4月1日からは新築から5年まで4,000円、5年以降3,000円）を支給

840 勤務地等に応じて100,000円を限度に支給

38,814
(通勤距離2キロ以上の者に限る)　
交通機関等を利用する場合　運賃の額55,000円を限度に全額支給
交通用具を使用する場合　通勤距離に応じて31,600円を限度に支給

休日勤務手当

夜間勤務手当

58,929

世帯区分に応じ、11月から3月まで支給
　世帯主で扶養親族のあるもの　月額23,360円
　世帯主で扶養親族のないもの　月額13,060円
　その他のもの　月額8,800円

合計

46,650

３歳未満　月額15,000円　
　
３歳以上小学校修了前（第１、２子）　　月額10,000円
３歳以上小学校修了前（第３子以降）　月額15,000円
中学生　　月額10,000円
　※令和4年6月からは所得制限あり
　　 所得制限限度額以上所得上限限度額未満の場合
　　 児童１人あたり月額一律5,000円

特地勤務手当

10,808
正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務する
職員に、勤務1時間あたりの給料額の100分の25を乗じた額を支給

管理職員特別勤務手当

0
生活の著しく不便な地に所在する勤務箇所に勤務し、かつ、不便な地域に
居住する職員に対し給料及び扶養手当の月額の合計額に100分の4を乗じ
た額を支給

0

宿日直を命ぜられた職員にそれぞれ1回につき
宿日直　医師21,000円　医師以外の病院職員　5,000円　その他　4,400円
半日直　医師10,500円　医師以外の病院職員　2,500円　その他　2,200円　
を支給



定数内 期間短縮 １号俸 ２号俸以上

９　特別職の給料、報酬等の状況（令和５年度）

６月 １２月

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200

2.200 2.200 （令和５年４月１日現在）

１　勤務時間の状況

始業 終業 休憩時間 週休日

備　考　　表中の時間数等は、代表的な勤務時間である。

２　年次有給休暇の状況（令和４年分）

備　考　　各日数は、当該年の１月１日から１２月３１日までの全期間在職した職員の合計である。

855,000

副市長 693,500

副議長 420,000

常勤監査委員 570,000

議長 460,000

議員 385,000

1,016 人

教育長 598,500

公営企業管理者 584,300

市長

人 人 人

８　昇給の状況（令和４年度分）

区分
特別昇給

定期昇給

区分
月額
（円）

期末手当（月分）

昇給延伸

　平成18年４月の給与構造改革に伴い、これまで年４回（１，４，７，10月）あった昇給日が１月１日に統一されるとともに、
これまでの給料表が４分割され、標準的な昇給号俸数が４号俸（従来の１号俸に相当）となった。
　また、定数内特別昇給制度が廃止され、昇給については、人事評価に基づいた能力・実績主義の制度が導入されてい
る。なお、人事評価制度については、課長職の勤勉手当について平成19年12月支給分より、部長職及び次長職の勤勉
手当について平成23年６月支給分より、係長職以下の勤勉手当について平成29年６月支給分より本格実施を行ってい
る。

昇給停止

職員数
（人）

人 人 人

Ⅳ 勤務時間その他の勤務条件の状況

土･日曜日8時45分 17時15分 45分38時間45分

勤務時間等の割振り１週間の
勤務時間

38,523日

総取得日数 全期間在職職員数
一人当りの

平均取得日数
総付与日数

12,617日 1003 人 12.58 日



１　育児休業等の取得状況

２　自己啓発等休業の取得状況

（単位：人）

区分
育児休業
取得者数

Ⅴ 休業に関する状況報告書（令和４年度分）

56

18

38

新たに育児休業
等が取得可能と
なった職員数

0 0 0

（単位：人）

男性職員 女性職員 合計

備考　男性職員、女性職員及び合計の欄の上段は当該年度に新たに育児休業等を取得した職員の人数であり、下段は
前年度以前から引き続き育児休業等を取得している職員の人数である

34

21

合　　計

18

19

女性職員

16

2

男性職員

育児短時間勤務
取　得　者　数

部分休業
取得者数

1

1

25

12

125

011

00

11



１　分限処分の状況（令和４年度分）

単位は同一人が複数該当する場合を含む

２　懲戒処分の状況（令和４年度分）

単位は同一人が複数該当する場合を含む

処分事由 地方公務員法

地方公務員法
第29条第１項第３号

合計

法令違反

職務上の義務違反
職務の怠り

適格性を欠く

千歳市職員の分限及び
懲戒処分に関する条例

失職の例外

定数の改廃等

長期休養

刑事事件での起訴

失職

休職 小計処分事由

0

0

38 38第２条第１項第２号

第２条第１項第３号 0 0

0 0

第２条第１項第１号 0 0

（単位：人）

Ⅵ 分限及び懲戒処分の状況

勤務成績不良

心身の故障

降任 免職

0 0

第３条第１項第１号 0 0

第２条第１項第４号 0

第３条第１項第２号

0 38

合計

0

38

0 0

0

第５条の２

（単位：人）

0 0

（地方公務員法）
第28条第４項

0 0

戒告 減給 停職 免職

0

0

0

0

0 0 0

小計

0

地方公務員法
第29条第１項第２号

0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるに
ふさわしくない非行

0 0

0 0 0

0
地方公務員法

第29条第１項第１号



１　職務に専念する義務の特例に関する承認の状況（令和４年度分）

申請件数 承認件数

２　営利企業等の従事許可に関する許可の状況（令和４年度分）

申請件数 許可件数

退職管理の状況

職務に専念する義務の特例に関する承認申請 7 件

181 件

区分

営利企業等の従事許可に関する許可申請 181 件

7 件

Ⅶ 服務の状況

区分

Ⅷ 退職管理の状況

　地方公務員法の一部改正（平成28年４月１日施行）に伴い、本市を退職し企業等に再就職した元職
員による現職職員への働きかけの禁止等が同法に規定されました。
　本市では、当該働きかけ等を規制する「千歳市職員の退職管理に関する条例」を平成28年4月1日か
ら施行し、退職管理のより一層の適正化に取り組んでおります。



研修の状況（令和４年度分）

実施回数 修了者数

2 53

1 28

1 29

1 27

1 23

1 50

1 80

1 42

1 30

1 64

1 32

1 18

1 17

1 19

1 99

1 27

1 106

1 21

1 19

1 13

1 11

1 28

1 1

4 5

6 6

8 10

2 2

1 6

派遣研修 1 4

1 21

47 891

派遣研修 国土交通行政実務研修

派遣研修 市町村職員政策研修会

札幌連携中枢都市圏職員共同研修会

市民協働研修 協働する職員の育成や意識改革等

合　計

派遣研修 自治大学校

派遣研修 市町村職員中央研修所

派遣研修 全国市町村国際文化研究所

派遣研修 北海道市町村職員研修センター

イクボス研修

市内施設見学

労務管理

千歳市職員としての基礎マナーと接遇

新規採用職員研修・基礎編

現任係長職研修

新規採用職員研修・体験編

新規採用職員研修・議会編

新規採用職員研修・広域圏編

一般職員研修Ⅰ

一般職員研修Ⅱ

現任係長職研修Ⅱ

マネージメント

オンライン14コース

主な研修の内容

リーダーとしてのマネージメント

コーチング

新規採用職員の指導法

現任係長職研修Ⅲ スキルアップ

ロジカルシンキング

リーダーシップ、コミュニケーションほか

Ⅸ 研修の状況

一般職員研修Ⅲ

一般職員研修Ⅳ

新任係長職研修

市内施設見学

議会についての講義、議会傍聴

札幌広域圏組合共同研修

文書事務・文章表現

法制執務

行政法

政策ディベート

公務員倫理、行政組織・行政改革ほか

ｅラーニング

新規採用職員監督者研修

部次長職研修

採用面接官養成研修 面接技法ほか

新任課長職研修

現任課長職研修

政策形成

労務管理研修

会計年度任用職員研修

女性職員キャリアアップ研修 恵庭市との共同開催

研修の名称



公務上 公務外

該当 非該当

備　考　　１　個々の職員１人をもって１件とする。
　　　　　　２　複数職員の共同による件数は、職員１人をもって１件とする。
　　　　　　３　同一職員による２以上の異なる区分の件数は、それぞれ１件とする。
　　　　　　４　審理の過程において併合された場合は１件とし、分離された場合はそれぞれ１件とする。

認定件数

通勤災害 2 件 1 件 0 件 1 件 2 件 0 件 0 件

文化、体育、教養等
に関する事業

（千歳市職員福利厚生
事業実行委員会実施事業）

・市民納涼盆踊り大会
・課内レクリエーション・スポーツクラブ助成
・ボウリング大会
・退職者を送る会

・令和４年８月実施
・通年実施
・中止
・令和５年３月実施

その他の厚生事業
・健康相談
・各種生涯セミナー参加

・通年実施
・通年実施

２　公務災害補償の状況（令和４年度）
認定件数

6 件 0 件 2 件 0 件8 件

取下件数 処理件数

Ⅹ 福祉及び利益の保護の状況

措置要求
件数

公務災害

処理件数
未処理件数
（認定次年度

繰越）

前年度繰越
件数（受理件
数に含む）

区分 受理件数

6 件

0 件 0 件 0 件 0 件合計

0 件 0 件0 件

0 件0 件 0 件

0 件 0 件0 件

勤務時間 0 件 0 件

給与 0 件 0 件

前年度末
現在未処理

件数

Ⅺ 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和４年度分）

0 件

0 件 0 件 0 件

不受理等
件数

処理件数

0 件

年度末
現在未処理

件数
前年度末現在

未処理分 今年度分

0 件 0 件 0 件 0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件 0 件

１　厚生制度の状況（令和４年度）
区分 内容 実施状況

保健事業

・総合健康診断
・定期健康診断
・採用時健康診断
・ＶＤＴ検診
・ストレスチェック
・特定業務従事者検診

・
・　　４月～３月の間に実施
・　
　
・
・令和４年９月実施
・６か月ごとに実施

その他 0 件

未処理件数
（認定次年度

繰越）

前年度繰越
件数（受理件
数に含む）

0 件

休暇

区分

区分 受理件数

0 件

取下件数



備　考　　１　個々の職員１人をもって１件とする。
　　　　　　２　審理の過程において併合された場合は１件とし、分離された場合はそれぞれ１件とする。

Ⅻ 不利益処分に関する不服申立ての状況（令和４年度分）

年度末
現在未処理

件数
前年度末現在

未処理分

区分
前年度末

現在未処理
件数

不服申立て
件数

不受理等
件数

処理件数
今年度分

0 件

懲戒処分 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

0 件 0 件 0 件分限処分 0 件 0 件 0 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件 0 件

0 件

0 件 0 件 0 件

0 件 0 件

合計 0 件 0 件 0 件

その他 0 件 0 件 0 件

転任 0 件 0 件 0 件


